
くまもと県産木材ＳＣＭ構築対策事業実施要領 

 

 

（趣旨） 

第１条 くまもと県産木材ＳＣＭ構築対策事業補助金（以下「補助金」という。）の交付について

は、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年規則第３４号。以下「規則」という。）及び熊本県農林

水産業振興補助金等交付要項（平成２４年４月１日施行。以下「要項」という。）に定めるものの

ほか、この要領により実施するものとする。 

 

（目的） 

第２条 くまもと県産木材ＳＣＭ構築対策事業は、林業・木材産業界の企業等が連携して取り組む、

新たな木材販売・流通機能を備えた組織の運営等を支援することにより、県内において品質の確

かな木材を安定的に供給できる体制を構築し、以て県産材の需要拡大に資することを目的とする。 

 

（事業主体） 

第３条 事業の実施主体は、くまもと県産材ＳＣＭ協同組合とする。 

 

（事業内容及び補助対象経費） 

第４条 事業の対象となる取組みは、次に掲げるものとし、対象経費は別紙１のとおりとする。 

（１）ＳＣＭ環境整備支援 

木材製品の在庫管理や受発注に係るデータのデジタル化によるオンラインシステム機器の

保守及びその改修に必要な経費 

（２）ストックヤード整備支援 

ストックヤードを活用した物流実証に必要な経費 

（３）品質向上支援 

品質の確かな木材（日本農林規格の機械等級区分構造用製材）の生産に必要な経費 

 

（事業実施計画の承認申請） 

第５条 要項第３条の事業実施計画書の様式は、別記第１号様式によるものとする。 

なお、事業実施計画書の添付書類は、次のとおりとする。 

（１）定款等 

（２）組合員の構成が分かる書類（組合員名簿等） 

（３）その他必要な書類 

２ 知事は提出された事業計画について、内容を審査し、適当と認めるときは、事業実施計画を承

認し、別記第２号様式により通知する。 

 

（事業実施計画の変更） 

第６条 要項第５条第１項の事業実施変更計画書の様式は、別記第１号様式によるものとする。 

２ 事業実施変更計画書の提出があった場合には、内容を審査し、適当と認めるときは、事業実施

変更計画を承認し、別記第３号様式により通知する。 

 

（補助金交付申請） 

第７条 要項第６条第２項第１号の規定に基づく補助金交付申請書及び要項第８条第２項の事業

変更計画書に添付する事業計画書の様式は、別記第１号様式によるものとする。 



 

（事業の着手、完了） 

第８条 事業の着手は、原則として補助金交付決定後に行うものとする。 

２ 補助事業者は、事業に着手又は事業を完了した時には、別記第４号様式により知事に届け出な

ければならない。 

 

（事業の補助金交付決定前着手） 

第９条 要項第９条第１項の規定に該当し、補助金の交付決定前に事業に着手する必要がある場合

は、補助金交付決定前着手承認申請書（別記第５号様式）を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の申請書の提出があった場合は、内容等を審査し、必要と認められる場合は、補

助金交付決定前着手を承認し補助金交付決定前着手承認通知書（別記第６号様式）により通知す

るものとする。 

 

（確認検査） 

第１０条 知事は、第８条第２項に基づく完了届の提出があった場合は、検査員に事業の適否につ

いて確認検査をさせるものとする。確認検査調書の様式は、別記第７号様式によるものとする。 

 

（実績報告） 

第１１条 要項第１３条第２項第１号の事業実績書は、別記第８号様式によるものとする。 

 

（関係書類の整理） 

第１２条 事業主体は、次に掲げる関係書類を整理し、事業完了の翌年度から５年間保存する。 

 （１）経理関係書類 

   ア 現金出納簿 

   イ 証憑書類（見積書、請求書、領収書、入金伝票など） 

 （２）事業実施計画書の提出から完了するまでの関係書類 

 

附 則 

この要領は、令和４年８月８日から施行する。 

 この要領は、令和５年６月 26日から施行する。 

  



別記第１号様式（第５条、第６条、第７条関係） 

 

＜和暦＞年度（〔西暦〕年度）くまもと県産木材ＳＣＭ構築対策事業実施（変更）計画書 

 

１ 事業内容 

事業内容 
実施時期 具体的な取組 

ＳＣＭ環境整備支援 

  

ストックヤード整備支援 
  

品質向上支援 
  

 

２ 経費の内訳 

業内容 区分 事業費 補助金額 備考 

ＳＣＭ環境整備支援 

技術者給    
旅費    
役務費    
委託料    
使用料及び賃借料    

小計    

ストックヤード整備支援 

技術者給    
旅費    
需用費    
委託料    
使用料及び賃借料    

小計    

品質向上支援 

技術者給    
旅費    
需用費    
委託料    
使用料及び賃借料    

小計    
合計    

 

３ 消費税の課税方式（該当するものに○を付す） 

 

① 一般課税     ②簡易課税     ③免税 

 

（４ 変更理由） 



別記第２号様式（第５条関係） 
第    号  

＜和暦＞年（〔西暦〕年） 月  日  

 

 

（事業主体の長）  様 

 

 

熊本県知事         

 

 

＜和暦＞ 年度（〔西暦〕年度）くまもと県産木材ＳＣＭ構築対策事業実施計画の承認 

について（通知） 

＜和暦＞年（〔西暦〕年）年  月  日付け  第   号で提出のあったこのことについて

は、承認します。 

なお、下記のとおり補助金額を内示しますので、補助金交付申請書を提出してください。 

 

記 

 

補助金内示額 金       円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別記第３号様式（第６条関係） 

第    号  

＜和暦＞年（〔西暦〕年）  月  日  

 

 

（事業主体の長）  様 

 

 

熊本県知事         

 

 

＜和暦＞年度（〔西暦〕年度）くまもと県産木材ＳＣＭ構築対策事業実施変更計画の承

認について（通知） 

＜和暦＞年（〔西暦〕年）  月  日付け  第   号で提出のあったこのことについては、

承認します。 

なお、下記のとおり補助金額を内示しますので、補助金変更交付申請書を提出してください。 

 

記 

 

補助金内示額 金       円（変更後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別記第４号様式（第８条関係） 

第    号 

年  月  日 

 

 

熊本県知事    様 

 

 

事業主体の長    

 

 

＜和暦＞年度（〔西暦〕年度）くまもと県産木材ＳＣＭ構築対策事業着手（完了）届 

 このことについて、下記のとおり事業に着手（を完了）しましたので、くまもと県産木材ＳＣＭ

構築対策事業実施要領第８条の規定により報告します。 

記 
 

交 付 決 定 事 業 費 

（円） 

上段：事業着手年月日 

下段：事業完了年月日 
摘  要 

交付決定日 番 号 

    

※着手届：左欄の完

了年月日は予定年

月日を記載 

 
 
 

  



別記第５号様式（第９条関係） 

第    号 

年  月  日 

 

 

熊本県知事      様 

 

 

事業主体の長     

 

 

＜和暦＞年度（〔西暦〕年度）くまもと県産木材ＳＣＭ構築対策事業の補助金交付決

定前着手承認申請書 

このことについて、＜和暦＞年度事業計画に基づき、着手の条件を了承のうえ、下記のとおり交

付決定前に実施したいので、くまもと県産木材ＳＣＭ構築対策事業実施要領第９条の規定に基づき、

申請します。 

記 

１ 着手の理由 

 

 

 

２ 着手の計画 
 

事業内容 
事 業 費 

（円） 

着手予定年月日 

完了予定年月日 

   

 

３ 着手の条件 

（１）補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した事業に損失を

生じた場合、その損失は事業実施主体において負担すること。 

（２）補助金交付決定を受けた交付金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合におい

ても、異議がないこと。 

（３）当該事業については、着手から補助金交付決定を受けるまでの期間内においては、計画変更

を行わないこと。 

  



別記第６号様式（第９条関係） 

第    号  

＜和暦＞年（〔西暦〕年）  月  日  

 

 

熊本県知事      様 

 

 

事業主体の長     

 

 

＜和暦＞年度（〔西暦〕年度）くまもと県産木材ＳＣＭ構築対策事業の補助金交付決

定前着手承認通知書 

＜和暦＞年（〔西暦〕年）  月  日付け  第   号で提出のあったこのことについては、

下記の条件を付して承認します。 

 

記 

 

１ 着手の条件 

（１）補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した事業に損失を

生じた場合、その損失は事業実施主体において負担すること。 

（２）補助金交付決定を受けた交付金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合におい

ても、異議がないこと。 

（３）当該事業については、着手から補助金交付決定を受けるまでの期間内においては、計画変更

を行わないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別記第７号様式（第１０条関係） 

確認検査調書 

 

事業名 くまもと県産木材ＳＣＭ構築対策事業 

事業主体（代表者）  

事業費（補助金額）  

交付申請年月日 ＜和暦＞年（〔西暦〕年）  月  日 

交付決定年月日 ＜和暦＞年（〔西暦〕年）  月  日 

交付決定番号  

事業着手年月日 ＜和暦＞年（〔西暦〕年）  月  日 

事業完了年月日 ＜和暦＞年（〔西暦〕年）  月  日 

完了検査年月日 ＜和暦＞年（〔西暦〕年）  月  日 

検査立会人  

 
 ○検査所見 
 
  上記事業を検査した結果、関係規則に照らし適正に実施されていると認められます。 
 
   ＜和暦＞年（〔西暦〕年）  月  日 
 
                所  属              
                検査員 職・氏名            印 
 
  熊本県知事       様 

  
【確認検査事項】 
１ 書類検査 
 （１）経理関係書類の確認 
 （２）事業関係書類（提出書類等）の確認 
２ 現物検査 
 成果品の確認 
 
 

  



別記第８号様式（第１１条関係） 
 
 
 

＜和暦＞年度（〔西暦〕年度）くまもと県産木材ＳＣＭ構築対策事業実績書 
 

業内容 区分 事業費 補助金額 備考 

ＳＣＭ環境整備支援 

技術者給    

旅費    

役務費    

委託料    

使用料及び賃借料    

小計    

ストックヤード整備支援 

技術者給    

旅費    

需用費    

委託料    

使用料及び賃借料    

小計    

品質向上支援 

技術者給    

旅費    

需用費    

委託料    

使用料及び賃借料    

小計    

合計    

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



＜別紙１＞ 
くまもと県産木材ＳＣＭ構築対策事業対象経費 

 

要領第４条に係る補助対象経費の詳細は以下のとおりとし、補助率は事業費の２分の１以内とす

る。 

 なお、各区分の詳細は別表のとおりとする。 

 

１ ＳＣＭ環境整備支援 

  木材情報システムの保守等、県産材の安定供給体制の構築に必要な経費（技術者給、旅費、役

務費、委託料、使用料及び賃借料）。 

 

２ ストックヤード整備支援 

ストックヤードを活用した木材の物流実証に必要な経費（技術者給、旅費、需用費、委託料、

使用料及び賃借料）。 

ただし、対象となる木材１㎥あたり６３０円を補助の上限とする。 

 

３ 品質向上支援 

品質の確かな木材（日本農林規格の機械等級区分構造用製材）の生産に必要な経費（技術者給、

旅費、需用費、委託料、使用料及び賃借料）。 

ただし、対象となる木材１㎥あたり８，６００円を補助の上限とする。 
 
 
別表 

 
※算定方法は「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について（平成２２年９月２７
日経第９６０号）」のとおりとする。 

区  分 内  容 

技術者給※ 
事業を実施するうえで必要となる技術を要する者（主任技師、技師等）の
労賃とする。 

賃金 
事業を実施するうえで必要なアルバイト及び技能者等の賃金とする。た
だし、賃金支弁者に係る社会保険料の事業主負担分を含むものとする。 

報償費 
事業を推進するために開催する会議等に出席する委員及び指導者等の謝
金とする。 

旅費 
事業の実施及び指導監督等に必要な旅費及び事業を推進するために開催
する会議等に出席する委員及び指導者等の旅費とする。 

需用費 消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水料、資料購入費、修繕料等とする。 

役務費 調査業務料、通信運搬費、手数料、筆耕翻訳費、労災保険料等とする。 

委託料 業務の一部を他者へ依頼した場合の支払い経費とする。 

使用料及び賃借料 
会議室、土地建物、貨客兼自動車、事業用機械器具等の借料及び損料とす
る。 


